












文部科学省が 2012 年 6 月に示した「大学改革実行プラン−社会の変革のエンジンとなる
大学づくり−」は、2 つの柱と 8 つの基本的な方向性からなる。柱に、①「激しく変化す
る社会における大学の機能の再構築」と、そのための②「大学のガバナンスの充実・強化」
の二つを設定した。まず、この 2 つの柱と 8 つの基本的な方向性から見ていきたい。
まず、①大学機能の再構築として、1. 大学教育の質的転換、大学入試改革　2. グローバ
ル化に対応した人材育成　3. 地域再生の核となる大学づくり（COC:Center of Community
構想の推進）　4. 研究力強化（世界的な研究成果とイノベーションの創出）を設定した。
さらに、②ガバナンスの充実・強化として、5. 国立大学改革　6. 大学改革を促すシステム・
基盤整備　7. 財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施 ( 私学助成の改善・充実～私
立大学の質の促進・向上を目指して～）8. 大学の質保証の徹底推進 ( 私立大学の質保証の
徹底推進と確立 - 教学・経営の両面から -）が打ち出された。
さらに、この「大学改革実行プラン」は、2012 年～ 2017 年を大学改革移行期間と定め、
3 つのフェーズを設けた。すなわち、2012 年を改革開始期とし、2013 年・14 年を改革集中
実行期とした。この期では、改革実行のための制度・仕組みの整備、支援措置の実施が課



































した。広報活動は卒業・修了年度に入る直前の 3 月 1 日以降に開始し、その後の採用選考
活動については、卒業・修了年度の 8 月 1 日以降に開始するものとし、それは、その後、「日
本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）において政府方針として決定された。
さらに、主体的な学びについて、その質保証の観点から、米国などと比べ日本の大学生































提として、講義及び演習は、15 時間～ 30 時間、実験、実習及び実技は 30 時間～ 45 時間
の範囲で大学がそれぞれ定める時間の授業をもって 1 単位となる。
この基準に従えば、単純計算しても、セメスター週１コマ（15 回）で 2 単位を学修する
ためには、90 時間が確保されなければ単位認定とはならないことになる。しかしながら、








れるようになったことも、無視できない。2005 年、ユネスコ／ OECD は、Guidelines for 







































外の同様の参照基準（英国の Subject benchmark、QAA Glossary）等との整合性も問わ
馬頭忠治：大学教育の質的転換と ICTの新しい可能性
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れるようになった。OECD では、すでに学習成果の評価 (AHELO: Assessment of Higher 









































































































































































共愛大学では、2010 年 4 月には、すべての学生（約 1000 名）に iPad touch を配布し、「共
愛ユビキタス・キャンパス」が始動した。学生は、配布 2 日後には iPad touch を新入生用































て実施する 14。11 年目の開催とする 2012 年度のこの大会には、全国の高等学校 184 校から









ムを到来させるほどのインパクトがあるものであり、Leaders of Tomorrow という、世界
中の学生、若手起業家、学者らが集まるシンポジウムが、毎年 5 月　St.Gallen（東スイス）
で開催されるほど、世界的な潮流になっている。
また、起業家を養成する機関も変わっていく。例えば、フランスの起業家 Xavier Niel は、
「42」というコンピューター専門学校をパリに創設したが、注目すべきは、次の点にある。
すなわち、入学条件は、18 − 30 歳であることだけで、受験料は一切かからず、学歴も問
わない。さらに何かを教える指導者たる教師もいない。学生たちは力を合わせて問題を解
決するなかで学んでいく。また、こうした学生を迎えるため入試は、4 か月かける。募集

























ムークは One Size Fits All の万能型の講座でもあるが、従来の e-ラーニングとは異なる。
e-ラーニングはネット上に教材があり、自分で学習するスタイルが基本であったが、ムー
クは、世界中に同じ授業を聴講する学生とネットで討論する（ディスカッション・ファー




ムークを実施するのは、MIT とハーバード大学が設立した教育機関 edX ばかりではな
い。ベンチャー企業も主幹する。スタンフォード大学の人工知能研究所の研究員が創設し










2013 年 10 月に発足した。これによると大阪大学、京都大学、九州大学、東京大学、慶応義塾、
国際教養大学、明治大学、立命館大学など 13 校が 2014 年度開講を決めている。
高校では、先にも紹介したような「ビジネスアイディア甲子園」、さらには日本政策金融
公庫が主催する「高校生ビジネスプラン・グランプリ」も 2013 年から開催されている。何






















































































大学は、地域を担う市民を育成する COC(Center of Community) となり、地域は積極的に
その仕事を大学に任せるようになって、はじめて大学は大学となり、倒産しない大学とな
るのである。









遵守するために、1 日 8 時間の学修をめやすにし、履修登録の上限を半期 16 単位に設定す
る。そのために、できるだけ多くの科目を履修し単位を修得するのではなく、自分の能力（21
世紀社会を自ら切り開く能力）を開発するための学修するために自学自習を前提とする履
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